
要旨：医療資源が乏しい地域における小児保健医療の実施状況を明らかにするため，全国の
小児科標榜医不在町村を対象にアンケート調査および開示請求を行った．解析の対象となっ
た 204町村のうち，37町村（18.1％）では町村内の小児科を標榜しない医師が乳幼児健診を
担当していた．一方，残り 167町村（81.9％）では，町村外の医療機関から健診担当医の派
遣を受けていた．このうち 136町村（66.7％）は二次医療圏内からの派遣であり，医師の派
遣元は，7町村が大学，90町村が病院，39町村が診療所であった．
キーワード：乳幼児健診，過疎地域，小児科標榜医，派遣

はじめに

小児医療の集約化・重点化が提唱されてい
る1）．また，小児科を標榜する一般病院および
診療所の数は，平成 14（2002）年の 3,359およ
び 2万 5,862から，平成 23（2011）年の 2,745

および 1万 9,994へと 2割減少している2）．こ
うした流れの中で，小児に対する医療資源が乏
しい地域も生じることになる．
一方，母子保健法により，各市町村には 1歳

6か月児健診および 3歳児健診の実施義務が存
在する．そこで，小児科標榜医がいない町村に
おいて，健診担当医をどのように確保している
か調査し，医療資源が乏しい地域における保健
医療の実態を明らかにすることにした．

I．方 法

小児科標榜医（主および従として小児科を標
榜する医師）がいない町村および二次医療圏の
圏域は，平成 22年医師・歯科医師・薬剤師調

査3）によった．各町村の 1歳 6か月児健診および
3歳児健診の対象人員は，平成 24年度地域保
健・健康増進事業報告4）より引用した．また各
町村の人口は，平成 22年国勢調査によった5）．
各町村における乳幼児健診の担当医に関する
情報は，アンケート調査および情報公開条例に
基づく開示請求により入手した．質問項目は以
下のとおりである．
・健診の実施様式：「集団健診，個別健診」から
選択．
・担当医師の標榜診療科：「小児科医，内科・
小児科医，小児科標榜医以外，診療科の指定な
し」から選択．
・医師の派遣元医療機関の所在市町村，種別「大
学，病院，診療所」から選択．
アンケート調査票は，北海道内の町村につい
ては平成 25年 7月，それ以外の都道府県にお
ける町村については平成 25年 11月に送付し
た．また，送付 1か月後に電話による督促を
行った．さらに，アンケートを回収できなかっ
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表 1　小児科標榜医がいない 204町村の人口および平成 24年度の 1歳 6か月児健診の対象人員

町村の人口（人）
1歳 6か月児健診対象人員（人）

～ 10 11～20 21～30 31～50 51～70 71 ～ 町村数の総計

1,000 未満 19  1  20
1,000～ 3,000未満 20 20  1  3  44
3,000～ 5,000未満  2 15 33  9  59
5,000 ～ 1万未満  1  9 25 17  4  56
1 万～ 3万未満  1  9 15  25

町村数の総計 42 36 43 38 26 19 204

小児科標榜医不在町村229町村中，解析対象は204町村．204町村中202町村が集団健診，2町村が個別健診を実施．
下線は最頻値（モード）を示す．

た町村に対しては，平成 26年 3月に上記の項
目に関して開示請求を行った．
標榜診療科は，「小児科医」と「内科・小児科

医」が混在するときには「内科・小児科医」，「小
児科医」と「小児科標榜医以外」が混在すると
きには「小児科標榜医以外」とした．さらに，
派遣元医療機関は，「病院」と「診療所」が混在
する場合には「病院」とした．
統計学的な検定は，Kruskal-Wallis検定，χ 2

検定および残差分析を用い，p＜0.05の際に有
意とした．

II．結 果

平成 22年医師・歯科医師・薬剤師調査によ
れば，小児科標榜医（主および従として小児科
を標榜する医師）がいない町村は 235か所で
あった．しかし，岩手県藤沢町は一関市に合併
したため，現存しない．また，福島県葛尾村，
飯舘村は東日本大震災の影響で他の地域に避難
している．このため，これら 3町村は解析対象
から除外した．また，高知県安田町，北川村，
馬路村は，小児科標榜医を有する他の自治体と
共に中芸広域連合として健診を実施しているた
め，解析対象から除外することにした．したがっ
て，解析対象は 229町村となった．

229町村にアンケート調査票を郵送し，173

町村から調査票を回収した（回収率 75.5％）．回
収できなかった 56町村に対しては，情報公開
条例に基づく開示請求を行った．これらの町村

の中には，開示請求の対象者を住民ないしは町
村内への通勤・通学者に限定した所もあった．
しかし，こうした町村からも情報提供を受けら
れたため，すべての町村から健診に関する情報
を入手することができた．
アンケート調査や開示請求の結果，「町村内の
医療機関から小児科医または内科・小児科医の
派遣を受けている」と回答した町村が 25か所
（小児科医 8町村，内科・小児科医 17町村）存
在した．多くは，町村内の医療機関に非常勤の
小児科標榜医が曜日等を限って派遣される所で
あった．今回の研究では，これら 25町村も解
析対象から除外し，最終的な解析対象を 204

町村とした．
表 1に小児科標榜医がいない 204町村の人
口および平成 24年度の 1歳 6か月児健診の対
象人員を示す．平成 24年度の健診対象人員は，
1,000人未満の町村では 10人以下，1,000～
3,000人未満では 10人以下および 11～20人，
3,000～5,000人未満では 21～30人，5,000～
1万人未満では 31～50人，1万～3万人未満で
は 71人以上である町村が最も多かった．
なお，平成 24年度の 1歳 6か月健診対象人

員が 10人以下，11～20人，21～30人，31～
50人，51～70人，71人以上の場合，3歳児健
診対象人員も，それぞれ 10人以下，11～20

人，21～30 人，31～50 人，51～70 人，71

人以上である町村が最も多かった（表 2）．1

歳 6か月児健診対象人員は，最小値 0人，平均
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表 2　小児科標榜医がいない 204 町村の健診対象人員（平成 24年度）

1 歳 6か月児健診
対象人員（人）

3歳児健診対象人員（人）

～ 10 11～20 21～30 31～50 51～70 71 ～ 町村数の総計

～ 10 34  5 　 　 　 　  39
11～ 20  6 19  5  30
21～ 30  1 11 21  4  37
31～ 50  1  1 17 24  4  47
51～ 70 10 16  2  28
71 ～  6 17  23

町村数の総計 42 36 43 38 26 19 204

1 歳 6か月児健診の対象人員は最小値 0人，平均値 33.7 人，最大値 184人．3歳児健診の対象人員は最小値
0人，平均値 37.0 人，最大値 183人．下線は最頻値（モード）を示す．

表 3　小児科標榜医がいない 204 町村へ派遣
される健診担当医の標榜診療科

医師派遣元 標榜診療科 町村数 比率（%）

町村内  37  18.1
小児科標榜医以外  23  11.2
診療科の指定なし  14   6.9

町村外 　 167  81.9
　二次医療圏内 136  66.7

小児科医 120  58.8
内科・小児科医  14   6.9
小児科標榜医以外   2   1.0 

　二次医療圏外  31  15.2
小児科医  30  14.7
内科・小児科医   1   0.5

総　計 　 204 100.0

二次医療圏外からの内科・小児科医の派遣を受ける 1町は，県
の医師会からの派遣である．

表 4　健診担当医の派遣元医療機関

医師派遣元 医療機関の種別 町村数 比率（%）

町村内  37  18.1
病院   3   1.5
診療所  34  16.7

町村外 　 167  81.9
　二次医療圏内 136  66.7

大学   7   3.4
病院  90  44.1
診療所  39  19.1

　二次医療圏外  31  15.2
大学  20   9.8
病院   7   3.4
県医師会等   4   2.0

総　計 　 204 100.0

 県医師会等：宮城県小児科医会，大阪府医師会，宮日母子福祉
事業団，沖縄県小児保健協会．沖縄県小児保健協会において
派遣元が一定である場合には，病院または診療所に分類した．

値 33.7人，最大値 184人，3歳児健診対象人員
は，最小値 0人，平均値 37.0人，最大値 183

人であった．
表 3に小児科標榜医がいない 204町村へ派
遣される健診担当医の標榜診療科を示す．204

町村中，町村内の医師が健診を担当する町村が
37か所（小児科標榜医以外 23町村，診療科の
指定なし 14町村）存在し，全体の 18.1％（小
児科標榜医以外 11.2％，診療科の指定なし
6.9％）を占めていた．一方，残りの 167町村
（81.9％）は町村外の医療機関から健診担当医
の派遣を受けていた．うち 136町村は二次医療
圏内からの派遣であり，その内訳は，小児科医

が 120町村，内科・小児科医が 14町村，小児
科標榜医以外の医師が 2町村であり，それぞれ
小児科標榜医不在町村の 58.8％，6.9％，1.0％
を占めていた．また，二次医療圏外から健診担
当医の派遣を受ける町村は 31か所（小児科標
榜医不在町村の 15.2％）であった．うち，30

町村は小児科医の派遣を，1町は県医師会から
内科・小児科医の派遣を受けていた．
表 4に健診担当医の派遣元医療機関を示す．
町村内の医師が健診を担当する 37町村のう
ち，3町村は病院，34町村は診療所から医師の
派遣を受けていた．一方，二次医療圏内の他の
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表 5　健診担当医の標榜診療科と平成 24年度健診対象人員

診療科 町村数

健診対象人員

1歳 6か月児 3歳児

平均 標準偏差 平均 標準偏差

小児科医 150 33.3 25.2 36.7 27.0
内科・小児科医  15 53.5 54.0 56.9 59.3
小児科標榜医以外  25 29.8 31.2 31.9 33.7
診療科の指定なし  14 23.8 29.0 27.7 34.0

町村数の総計 204 33.7 30.0 37.0 32.4

診療科間のp 値 0.073 0.097 

標榜診療科間の健診対象人員の検定には，Kruskal-Wallis 検定を用いた．

図1　平成24年度の1歳 6か月児健診対象人員と
健診担当医の標榜診療科

・ 標榜診療科を小児科標榜あり（小児科医＋内科・小児科医）
と標榜なし（小児科標榜医以外＋診療科の指定なし）に分け
て，χ2検定および残差分析を行うと，健診対象人員が10人
以下の町村では小児科標榜ありの比率が低く（p ＝0.008），
31～ 50人の町村では高い傾向が見られた（p=0.009）．
・3歳児健診対象人員でも同様の傾向を認める（p ＝0.009）．
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市町村から健診担当医の派遣を受ける
136町村に対する医師の派遣元は，7

町村が大学，90町村が病院，39町村が
診療所であり，それぞれ小児科標榜医
不在町村の 3.4％，44.1％，19.1％を
占めていた．さらに，二次医療圏外の
医療機関から健診担当医の派遣を受け
る 31町村を医師の派遣元で分類する
と，大学が 20町村，病院が 7町村，県
医師会等（医療機関の種別は不明）が
4町村であり，それぞれ小児科標榜医
不在町村の 9.8％，3.4％，2.0％を占めていた．
表 5に健診担当医の標榜診療科と平成 24年

度の健診対象人員を示す．平成 24年度の 1歳
6か月児健診の対象人員（平均±標準偏差）は，
健診担当医師が小児科医，内科・小児科医，小
児科標榜医以外，診療科の指定なしの場合，そ
れぞれ 33.3±25.2人，53.5±54.0人，29.8±
31.2人，23.8±29.0人で統計学的に有意差を
認めなかった（p＝0.073）．また，平成 24年度
の 3歳児健診の対象人員（平均±標準偏差）も，
担当医師が小児科医，内科・小児科医，小児科
標榜医以外，診療科の指定なしの場合，それぞ
れ 36.7±27.0人，56.9±59.3人，31.9±33.7

人，27.7±34.0人と統計学的に有意差を認めな
かった（p＝0.097）．
しかし，1歳 6か月児健診の対象人員を規模

別に分類し，健診担当医の標榜診療科の割合を
比較するとばらつきが見られた（図 1）．標榜診
療科を小児科標榜あり（小児科医＋内科・小児
科医）と標榜なし（小児科標榜医以外＋診療科
の指定なし）に分けて，χ 2検定および残差分析
を行うと，他の人口規模の町村と比べて健診対
象人員が 10人以下の町村では小児科標榜あり
の比率が低く（p＝0.008），31～50人の町村で
は高い傾向が見られた（p＝0.009）．

III．考 察

小児科標榜医がいない全国の町村を対象とし

てアンケート調査および開示請求を行い，乳幼
児健診の実施状況を明らかにした．健診担当医
の派遣を二次医療圏内の医療機関から受ける町
村が全体の 84.8％（町村内 18.1％，二次医療圏
内の他の市町村 66.7％）を占めていた．また，
二次医療圏内の医療機関から小児科医の派遣を
受ける町村も全体の 58.8％と高かった．一方，
二次医療圏外から医師の派遣を受ける町村は全
体の 15.2％にすぎなかった．
小児医療の集約化・重点化1）に伴い，小児に
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表6　二次医療圏内から小児科医の派遣
を受ける 120 町村への派遣元

医療機関の種別 町村数 比率（%）

大学   7   5.8
病院  85  70.8
診療所  28  23.3

総　計 120 100.0

対する医療資源が乏しい地域も生じる．しかし，
こうした地域で小児に対する保健医療をどう提
供するかについては十分な知見がない．今回の
乳幼児健診に関する解析から，小児科標榜医が
いない町村の乳幼児健診は，主に二次医療圏内
の小児科医が担っていると明らかになった．ま
た，二次医療圏内の他の市町村から小児科医の
派遣を受ける 120町村を派遣元の医療機関ご
とに分類すると，大学 7町村，病院 85町村，診
療所28町村となり，病院小児科と小児科診療所
が大きな役割を果たすことも判明した（表 6）．
さらに，病院と診療所の医師の平均年齢は，

医師全体では 43.3歳対 58.3歳，小児科（主・
従にかかわりなく小児科を標榜）では 42.9歳
対 60.4歳と 15年以上の差があり3），医師とし
てのキャリアが長い診療所の医師が保健指導の
点でも大きな力となっていると考えられる．
一方，二次医療圏内から医師の派遣を受ける

173町村（派遣元が町村内 37町村，町村外 136

町村）のうち，53町村では小児科医以外の医師
（内科・小児科医 14町村，小児科標榜医以外
25町村，診療科の指定なし 14町村）が乳幼児
健診を担当していた．したがって，内科・小児
科医や小児科標榜医以外の医師も貴重な戦力と
なっていることが分かる．
小児医療の集約化・重点化においては，医療

機能を強化した連携強化病院（地域小児科セン
ター）から必要に応じて地域の連携病院へ医師
を派遣するモデルが日本小児科学会によって示
されている1）．小児科標榜医がいない町村の乳
幼児健診において，二次医療圏内の基幹病院の
小児科医が大きな役割を果たしていることは確
かである．
しかし，診療所の小児科医や病院・診療所の

内科・小児科医も乳幼児健診を担っている．し
たがって，集約化・重点化に伴って医療資源が
乏しくなる地域で継続性のある医療を提供する
には，二次医療圏内にある基幹病院の小児科勤
務医に限らず，小児科診療所の医師や病院・診

療所の内科・小児科医等の参加が不可欠であ
る．北海道では，小児科以外の医師を対象に小
児救急地域医師研修会が開催されており，こう
した活動も医療資源が乏しい地域において小児
医療を確保するうえで重要である6）．
二次医療圏単位で 24時間 365日体制の小児
医療を提供するには多くのマンパワーを必要と
する．このため，医療資源の集約化・重点化を
進める必要がある．しかし，同時に医療資源が
乏しい地域における小児医療をどう守るかにつ
いても検討しなければならない．限りある医療
資源をどう配分するのか，数値に基づいた科学
的な議論が必要である．
本研究は公益財団法人ユニベール財団の助成を受け
ました．
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